
試算モデル　夫婦と子ども２人の世帯
夫　：　フルタイム・社会保険あり（年収の10%）
妻　：　パートタイム、非課税、社保なし（夫の扶養の範囲で就労）
子　：　年少扶養２人（２F非課税基準算出に影響）

就学前
国の制度 　就学前の児童から数えて第3子目以降の保育料を無料 小３
市の旧制度 　小学3年生の子から数えて第3子目以降の保育料を無料（Ｈ20～Ｈ23） 18歳
市の現制度 　18歳未満の子どもから数えて第3子目以降の保育料を無料（Ｈ24～）

※Ｈ23決算までは1・2階層、国基準無料も対象者に含む。

　国の基準額を基本に、低所得者（市民税非課税世帯）に配慮するほか、各階層の課税額上限を
引き上げ、国基準でボーダーラインにある対象者の保育料の軽減を図っている。

　国の基準では就学前の児童から数えて第3子目以降の保育料が無料となっている。岩見沢市は、平成20年度から小学校３年生
まで拡大、独自減免額は10,000千円前後だったが、平成24年度から18歳まで拡大したため、減免額は5倍以上に増えている。

① 岩見沢市の基準額表の考え方 

③ 3子無料、国と市の違い 

市の単独拡充

平成20年度からの減免額及び対象児童数のグラフ（各年決算額） 
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対象者（人） 減免額（千円） 

定義
保育料
（月額）

定義
保育料
（月額）

1 生活保護 0 1 生活保護 0 0

2 市民税非課税 9,000 2 市民税非課税 0 9,000 市独自軽減

3 48,600円未満 19,500 3 48,600円未満 19,500 0

4
48,600円以上
97,000円未満

30,000 0

16,500 市独自軽減

0

8 397,000円以上 104,000 8 397,000円以上 104,000 0

1 生活保護 0 1 生活保護 0 0

2 市民税非課税 6,000 2 市民税非課税 0 6,000 市独自軽減

3 48,600円未満 16,500 3 48,600円未満 16,500 0

4
48,600円以上
97,000円未満

27,000 0

2,150 市独自軽減

0

8 397,000円以上 43,650 8 397,000円以上 43,650 0

1 生活保護 0 1 生活保護 0 0

2 市民税非課税 6,000 2 市民税非課税 0 6,000 市独自軽減

3 48,600円未満 16,500 3 48,600円未満 16,500 0

4
48,600円以上
97,000円未満

27,000 0

0

0

8 397,000円以上 37,520 8 397,000円以上 37,520 0
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301,000円以上
397,000円未満

0
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0

27,000

10,520 市独自軽減

109,000円以上
169,000円未満 5

48,600円以上
109,000円未満
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339,000円以上
397,000円未満

43,650

6
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339,000円未満

43,650

7

109,000円以上
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109,000円未満
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6
169,000円以上
301,000円未満

43,650
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5

4
48,600円以上
109,000円未満

27,000

0

14,500 市独自軽減

0

339,000円以上
397,000円未満
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301,000円以上
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80,000

19,000 市独自軽減
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6
199,000円以上
339,000円未満

61,000

0

6
169,000円以上
301,000円未満

61,000

4
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109,000円未満

30,000

5

97,000円以上
109,000円未満

44,500

14,500 市独自軽減

109,000円以上
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② 各階層の推定年収 

各階層内の
階層 推定年収 階層 推定年収 推定収入差
1 - 1 -
2 330万円未満 2 330万円未満
3 48,600円未満 380万円未満 3 48,600円未満 380万円未満 50万円

4
48,600円以上
97,000円未満

500万円未満

8 397,000円以上 1,150万円以上 8 397,000円以上 1,150万円以上

7

301,000円以上
339,000円未満

1,040万円未満

339,000円以上
397,000円未満

1,150万円未満 7

5

97,000円以上
109,000円未満

530万円未満

109,000円以上
169,000円未満

670万円未満
5

6

169,000円以上
199,000円未満

740万円未満

199,000円以上
301,000円未満
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市
民
税
所
得
割
課
税
額

4
48,600円以上
109,000円未満

530万円未満 150万円

109,000円以上
199,000円未満

740万円未満 210万円

339,000円以上
397,000円未満

1,150万円未満 110万円

6
199,000円以上
339,000円未満

1,040万円未満 300万円

生活保護 生活保護

市民税非課税 市民税非課税

国 市
定義 定義

平成２８年度に向けた取り組み 事業の見直し等について （保育料 １） （３）資料 ２ 


